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Ⅰ．経済体制改革
・経済体制改革の背景
1978年は、中国経済にとって最も重要な転換点となった。この年の12月に開かれた11期
３中全会において、 小平が華国鋒の手から政権をとって、「改革・開放」を旗印として
新しい時代が始まった。翌年、「改革・開放」の基本的政策として、経済調整の「八字方
針」（調整、改革、整頓、向上）が表された。すなわち、経済構造の調整・改善と共に経
済体制の改革を中心とする政策が課題とされた。
経済体制改革の課題が提起された最も顕著な背景には、例えば、過去（特に1970年代日
中、米中の国交回復以降）の外延的経済発展方式の挫折があった。とりわけ、1978年に発
表された「10カ年計画」によって、外国からのプラント導入ブームが起こった。しかし、
例えば、水利、地質、エネルギー、資材・設備の供給、施工技術という要件の事前調査を
しなかったため、予定期日をはるかに越えて、予定の資金の何倍も無駄使いをした。この
ような重工業優先の偏った投資政策が経済構造のアンバランスをもたらした。結局、重工
業優先の経済政策下で、経済社会全体の悪循環を繰り返すばかりで、経済管理制度の体質
的な欠陥を改革すべきだという一般国民の認識があった。
政治的には、文化大革命から個人的に闘争の被害を被った 小平や党の長老達は、二度
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と繰り返してはならないといった信念を持っていたため、毛沢東の重工業優先発展戦略の
ようなイデオロギーから完全に訣別を宣言した。
また、中国の６%の経済成長率は、日本のような先進国家に比べることは勿論、ダイナ
ミックなアジア太平洋諸国の経済発展、とりわけ近隣のアジアNIESの10%に近い経済成
長率とも比較できない。中国と他アジア諸国のあいだに存在する所得と技術のギャップは、
経済体制の改革を早めに着手しない限り、ますます拡大していくという判断を政府当局も
民間も持っていた。
結果として、従来の外延的発展に対して、内包的発展として既存（大半の国営）企業の
潜在的生産力の発揮に力点を置き、既存企業の技術改造と共に、私的企業活動の増強・活
性化のための経済体制改革が不可欠なものとなった。
・経済体制改革の特徴
当初、改革が目指すものは一言でいえば、『計画と市場』の結合である。基礎はあくま
でも計画経済であるが、それを補完するものとして市場メカニズムを利用しようとする。
すなわち、集権的意思決定の範囲を縮小し、市場を媒介とする自由な経済活動を広げる必
要があるという政府当局の認識であった。しかし、どのぐらいの程度・範囲まで市場メカ
ニズムに任せるかどうか、またどのような段取りでそれを実現するかどうかについての問
題は決して明らかにされなかった。
改革体制の特徴は以下のようにまとめられる。
第１は、政府主導の社会主義市場経済体制である。一般的に言えば資本主義の経済体制
を構成する最も重要な要素は、生産手段の所有制度と経済全体の需給の調整方式の２つで
ある。前者は公有制度と私有制度に分けられ、後者は基本的に市場メカニズムを中心とす
る経済調整を運営する。1978年末から実施された体制改革は、基本的に政府の強力な指導
のもとで、計画を土台としながら市場的調整をある範囲以内に活用するという政府主導型
市場経済改革である。このような体制は、1992年末に「社会主義市場経済体制」１が確立
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1 「社会主義市場経済」が正確にはどのような意味を持つのか？　中央政府の指導部達が考えているの
は何か？言い換えれば、「社会主義市場経済」というのは、引き続き中国共産党の統治下で市場タイプ
の経済を運営することを示唆しているのか、あるいは、政府の支配的な役割を漸減するのかについて、
決して明らかにしているとは言い難い。あくまでも「混合経済体制」に対する中国共産党の勝手な解
釈にすぎないと言えるかもしれない。
経済開発において共産党の路線が進展し、明確なパフォーマンスが現れたが、しかし「政策」の観
点から見れば、一体「社会主義市場経済」がどのような政策内容を持って機能するのかについて、例
えば、今後の経済発展のために、政府の統制（あるいは政府の役割分担）と市場との最適な結合とは
何か、といった明確な政策ビジョンを国民に提案し、公表していなかった。ジョン・ウォン［1995］
第５章。小宮「経済体制改革の成長と課題について―不確実性と疑問」伊藤編［1995］参照。
されるまでずっと運営されていた。
つまり、重要なマクロ経済の意思決定は引き続いて政府により統一的になされるが、ミ
クロ経済の決定権は企業ないし個人に分散された。また、従来個人の職業選択の自由はな
かったが、改革以降次第に規制が緩和され、労働力の移動が容認される方向に向かった。
第２は、所有制形態の多元化である。改革を通じて、国有企業の他に郷鎮企業、私営合
資企業、個人企業及び外資企業、また外国資本との合弁企業など多様な非国営企業の発展
が目指されている。企業総数において建国以来、一貫して90%以上の極めて高いシェアを
占めてきた国有企業が、1992年の時点で50%を割り込んでしまった。一方、1978年に非国
営企業の工業総生産額に占める割合は22.4%から1995年におよそ65%まで上昇した（図表
１参照）。改革以来、辿ってきた高度経済成長に大きく寄与する非国営企業の存在を抜き
にして、今日のような高度成長の達成は恐らく不可能になりかねない。
第３は、漸進的な経済体制改革である。経済体制改革は、企業形態別・地域別に順序を
立てて、「点」から「線」さらに「面」へと改革を漸進的に広げていくという特徴がある。
企業形態別について、意図されていたのは国営企業の改革のために、まず、非国営企業セ
クターを育成することを先行させ、国営企業の経営に刺激を与え、改革を推進させていく
のである。地域別では総合的に判断したうえで、例えば、中国沿岸地域の経済特区から別
の特定地域へと広げていくと政府は計画している2。
ところで、急進的な改革が必ずしも失敗するわけではないだろう。例えば、終戦直後の
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［図表1］工業総生産額の構成 
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注）①その他は、個人企業、私営合資企業、外国との合併企業、外資系企業などを含む。 
②1995年まで国営企業は株式市場に上場する国営企業を含む。 
③1998年から分類を修正・変更した。 
④2003年の統計年間の「工業総生産額」は、全ての国営企業と年間売り上げ500万元以上の企業の生産額の合計である。 
資料）『中国統計年間　1999年、同2003年』より作成。 
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2 中国の漸進的な経済体制改革に対して、東欧と旧ソ連はこれと異なる改革の方式（急進的な改革方式）
を選択したため、大きな摩擦コストと社会的振動を引き起こした。
日本の経済改革では、基本的に占領軍（GHQ:General Headquarters）によりドラスチッ
クな経済組織や経済制度（例えば、農地改革、労働基本権の確立、財閥解体、経済力集中
排除、独占禁止法等）の急進的な変革に着手したからこそ、その後の高度成長期につなげ
ることができたとも考えられる。単純に急進的と漸進的とに二分法で考えるのではなく、
その国の経済、社会状況に応じた有効な改革手段が必要であり、同じ改革手段でも必ずし
も同じ結果は出ない 3。
1978年にスタートした中国の「改革・開放」政策は以上のように推進・展開してきた。
・経済体制改革の推移、成果及び課題
1978年末にスタートした経済体制改革以来、市場か計画かという論争を経ながら、1992
年に 小平の『南方視察講話』を受け、集権計画経済体制を否定し、「社会主義市場経済
体制」の確立を目指し、新しい改革段階に進むことになった。これまでの経済体制改革は
大体以下の通りである。
第１段階は、1978年末から1984年までである。
経済体制改革はまず農村から始まった。1984年末までに中国社会主義のシンボルであっ
た人民公社の99.9%に農家生産請負制度（中国語で「包干包戸」）が導入された。結果とし
て、農民の労働意欲は一段と高まり、さらに政府が農産物の買い上げ価格を引上げたため、
農家の所得が急上昇した。それに伴い、農村内非農業領域にも投資ブームが波及したので
ある。1985年まで農村経済は急速に成長した。
農村改革の成功は、政府が経済改革を成功させていく自信をもたらし、1984年からは改
革の重点を都市に移した。
第２段階は、1984年末から1993年までである。
それまで中央政府が持っていたマクロ経済集権管理の権限を地方政府や私有企業レベル
に譲ることになった。改革の重点は国有企業の改革であった。すなわち、大・中型国営企
業では企業経営請負制度が実施され、小型国営企業では企業経営を個人や経営者グループ
に転換されたケースが多かった。また、一部国営企業の株式制度の導入も試みられていた。
さらに、本来国営企業の象徴制度である終身雇用と平等主義的分配は、1986年に労働契約
制度に取り替えられた。
結果として、企業の所有構造は、単一公有所有制の国営企業から複数の企業所有形態が
併存する構造に移行しつつあった。1993年まで10年余りの改革を経て、国民総生産が倍増
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3 正村［1990］、橋本編［1996］を参照されたい。
した。また、１人当りのGNPは1995年の4,279人民元、2002年の8,178人民元まで上昇し、
1978年の379元に比べて11.3倍、21.6倍にもなった 4。
さらに、1990年に上海、1991年に深 に証券取引所が設立され、資金調達の多様化がな
されていた。
第３段階は、1994年以降21世紀に入る前に、「社会主義市場経済」という基本的な目標
を確立する新しい段階である。
この段階の経済体制改革の重点としては、分野別の改革から総合的改革への転換、既存
政策の見直し調整を行うことである。さらに、共産党政府の指導に基づいて、2010年まで
に国民経済の現代化を実現させ、国際的水準で言えば中レベルぐらいに引上げることを目
標として設定した。
以上のように、1978年末以来３段階の経済体制改革にわたって、図表２によれると、産
業別の成長率は1978年から2002年までのあいだに第１次産業の平均増加率は5.4%であり、
第２次産業と第３次産業がほぼ同じく10%の高い伸び率を遂げたのである。産業構造面で
はGNPに占める第１次産業のシェアが減少したものの、第３次産業が著しい増加を示し
た（第２次産業のシェアが横ばいだった）。就業構造については、第１次産業の就業シェ
アは激減し、第２次産業と第３次産業のそれぞれが増加した。
中国の「改革・開放」政策下の農村経済の成長と郷鎮企業の発展について
―　　―107
4 『中国統計年鑑　2003年』参照。
100.0 116.0 193.5 283.0 489.1 730.0 782.6 848.9
A 100.0 104.6 155.4 190.7 233.7 277.0 284.8 293.1
B 28.1 30.1 28.4 27.1 20.5 16.4 15.8 15.4
C 70.5 68.7 62.4 27.1 20.5 50.0 50.0 50.0
A 100.0 122.9 197.9 304.1 677.7 1081.5 1172.5 1287.2
B 48.2 48.5 43.1 41.6 48.8 50.2 50.1 51.1
C 17.4 18.3 18.3 21.4 23.0 22.5 22.3 21.4
A 100.0 114.2 231.9 363.0 583.4 866.5 939.3 1009.7
B 23.7 21.4 28.5 31.3 30.7 33.4 34.1 33.5
C 12.1 13.0 16.7 18.6 24.8 27.5 27.7 28.6
1978 1980 1985 1990 1995 2000 2001 2002年
GDP指数
第1次産業
第2次産業
第3次産業
［図表2］ 中国の産業構造の変化
（単位：％）
注）Ａ：1978年を100とするGDP成長指数。
Ｂ：GDPに占める比率。
Ｃ：全国総就業者数に占める比率。
資料）『中国統計年鑑　1997年、同2003年』より作成。
このような変化は、農家経営請負制が推進されたこと、郷鎮企業が急激に発展したこと、
さらに積極的な外資導入政策によってもたらされたものである。結果としては、産業間の
労働力移動が高まり、産業発展、産業構造の高度化、経済成長、国民所得の上昇などを実
現した。
しかしながら、以上のように「経済体制改革」と名付けたにもかかわらず、依然として
共産党の指導とその強化の確保の政策手段が強調されている。政治と経済のあいだの相互
浸透効果が完全に切断された経済体制改革しか残されていないと言わなければならない。
戦後台湾、韓国のように経済発展の初期段階には効率的な資源配分を実現するために、
政府がある程度のコントロールすべき、いわば「開発独裁」によって工業化を成功させた
国がある。しかし、戦後両国の工業化の経験を振り返ってみれば経済発展と共に政治的民
主化にも取り組んできた。
非制度的な事象が余りにも多すぎた中国にとって、今後の改革がスムーズに行われるた
めに、極めて重要なキーワードの一つは法制度の整備である。非制度化の現象を是正しな
い限りマクロ経済政策との相互補完関係が発揮できない。あえて言えば、中国において政
治的、イデオロギー的なターブがかなり多くの部門に残存しているために、「政治的複数
主義」を実現するこそのことはより効果的な政策決定・推進ないし長期的な経済発展につ
ながるはずである 5。
Ⅱ．農村経済の改革と成長
・「改革・開放」下の農村と資本蓄積
一国が経済発展するためには、資本蓄積せざるをえないことが理論的にも、また今日ま
でに経済発展に成功した途上国の経験でも証明されつつある。そういう意味で資本蓄積は
経済発展の中心テーマとも言えよう。
さて、「改革・開放」以降中国の経済発展において、資本蓄積はどのようなメカニズム
で行われたのか。それについて次に農村（農業と非農業を含み）、郷鎮企業に分けて検討
する。外国資本についての分析は他の機会に譲りたい。
1970年代末から1980年代の初めにかけて、中国農業は集団化から非集団化へ転換し、
「生産請負制」と呼ばれる個人農家制度を導入した。それ以来、農業は高成長を遂げ、
1984年には史上最高の食糧生産量（４億トン余り）というパフォーマンスを演じた。1985
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5 中兼「経済体制改革の推移と課題」関口・朱・植草編［1992］参照。
年以降にいわゆる「農業の徘徊」問題があったため、農業の総生産額が一時的に低下した
が、その後また回復し一層高まった（図表３参照）。
・伝統的な資本蓄積における農業の役割
工業化における農業の役割については、①食料の提供。②非農業部門への労働力の提供。
③工業原料の提供。④工業製品市場の提供。⑤工業化のための資金提供。⑥工業化の収益
による政府の租税収入などがあり、それにより工業化のために必要な道路や鉄道、港湾な
どのいわゆる「社会的間接資本」の建設を促進する。⑦（加工）農産品の海外輸出による
外貨の獲得を通じて、工業化にとって必要な原材料を輸入することができる、などが挙げ
られる。ただし、永らく人口過剰問題を抱えている中国にとって、②を除いて他の要件は
当てはまると考えられる 6。
ところが、中国の農業部門からの財政収入は極めて低いだけでなく、逆に、財政の農業
部門に対する支出が高く、貯蓄余剰があまり現れなかった。1950年代の前半を除き、中国
経済全体の貯蓄の大部分は非農業部門が作り出したという観点から考えると、経済発展の
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6 18世紀半ば以降イギリスの工業化の経験にも、この７項が当てはまる。一方、日本の工業化の経験は、
農業人口の都市への移動によって、ある時期に偽装失業者の現象が現れたが、基本的にイギリスの経
験とほぼ同じものであった。さらに、戦後台湾の工業化の経験から見ても、経済開発・発展において
農業の役割は最も重要な位置付けになっていた。陳［2002］参照。
1978 6,848 2,038 1,397 397 29.8 68.5 19.5
1984 13,171 5,068 3,214 1,616 38.5 63.5 22.9
1985 16,582 6,340 3,619 1,750 38.2 57.1 27.6
1986 19,066 7,554 4,013 2,381 39.6 53.1 31.5
1988 29,847 12,535 5,865 4,781 42.0 46.8 38.1
1990 38,035 16,619 7,662 6,720 43.7 46.1 40.4
1992 55,842 25,386 9,085 12,717 45.6 35.8 50.1
社　　会
総生産額
（A）
農村社会
総生産額
（B）
農　　業
総生産額
（C）
農村工業
総生産額
（D） （B）／（A） （C）／（B） （D）／（B）
［図表3］ 農村社会総生産額の推移
（単位：億元）
注）①農村工業の主体（郷鎮企業）は基本的に鎮・郷あるいは村のような小さな行政団体を中心に組織された生産団体である。
②1994年から本来の「農村社会総生産額」が「農林牧漁業総生産額」にかわって、その項目がいくらか変更した。
また、「社会総生産額」という項目がなくなった。
資料）『中国統計年鑑　1990年、同1993年』より作成。
構成比（％）
ために必要な資本蓄積に対して、農業部門の貢献度はあまりなかったと言えるかもしれな
い 7。
しかし、中国の経済発展に対して農業がその役割を果たしたかどうかについて、各側面
から総合的に評価せざるをえない。
まず、農業総生産額の描く波の起伏は、大躍進期（1958～60年）を除けば、国民収入の
波及び工業総生産額の波に合致していた。中国経済では農業と工業の関連が強く、それが
国民経済の支配的部分を構成していることを示すものである 8。
次に、中国政府は徹底した農業集団化（「人民公社」体制 9）の実現と、農産物の一元
化的管理によって農業部門を成長させ、伝統的な資本蓄積が保証された。すなわち、政府
は工業化に必要な資本蓄積を「低農産価格」（農工間の不等価交換）あるいは「シェーレ」
（労働価値で測った農工間価格比を大きく設定していること）の維持によって確保させ、
さらに都市部門の農業を含む「低賃金政策」を通じて高貯蓄率が維持できた。それらは、
1949年10月に新中国が成立してから長いあいだにいわゆる「超越戦略」という重工業優先
発展戦略を支えてきた不可欠な政策手段であった。
つまり、農業部門において、低価格→低賃金→低消費→高蓄積→高成長という成長経路
は、このような政策手段を通じて「強蓄積メカニズム」が形成された。
３つ目は、農村過剰人口は、過剰労働力として蓄積され、水利、道路など農業生産のた
めのインフラ整備に投入されていた。いわゆる「労働蓄積」が広範囲に行われた。
結果として、農業は工業を支え、工業は農業技術の開発によって農業発展を支えてきた。
当時中国の工業化は農業の発展と相互作用関係（あるいは相互補完関係）があった。また、
非経済的な側面においては、中国の総人口の８割以上を占める農村人口の最低限の生活を
維持し、とりわけ農村社会基盤の安定に対する農業の貢献があったことを言わなければな
らない。
以上のように、農業の役割は中国の経済発展の初期に発揮された。その後、1978年末か
らの経済改革初期段階においても、中国農業の急成長は国民経済の近代化を容易にしたも
のと言えよう10。
―　　―110
7 中兼［1988］によれば、1961年頃までは農業部門の貯蓄余剰が存在したが、それ以降1970年代までは
その貯蓄不足が見られ、1980年代には再び貯蓄余剰が現れたという。厳［1992］第１章参照。
8 河地・藤本・上野［1987］第２章参照。
9 人民公社は「一大二公」（大規模性と公共性）という特徴があり、特に、その公共性は人民公社が「政
社合一」の体制であることを強調していた。すなわち、公社は国家の末端政治権力組織（郷人民政府）
と農民の集団経済組織とを統合・一体化したものである。
10南［1990］第４章参照。
・農業における指令性体制から指導性体制へ
改革前の1978年にまで、中国の農村は「政社合一」の「人民公社」体制で生産隊を基礎
とした公社、生産大隊、生産隊のような三級のピラミッド型組織から構成されていた。改
革以降、こうした人民公社の集団経済の基本的経営単位である生産隊の自主権は、国営企
業と同じく行政上の改革によって侵害された。
農村の経済体制改革が進むと共に「人民公社」の「政社分開（中国語で）」（政治権力組
織と集団経済組織の分離）が行われた。さらに、「政社分開」と共に安徽、四川など一部
の省にはじめて農家経営請負制が導入された。それによって「人民公社」の解体は決定的
となった11。
農業経営請負制は、まず生産隊の農業生産を分割し、生産隊の成員の個別農家に請け負
わせる制度である。この制度は「包産到戸」（中国語で）とも呼ばれていた。すなわち、
生産隊は各農家より集めた請負生産総量から農業税と集団留保に相当する生産量を引い
て、残りを個人単位に応じて分配する。この時期にはこのような制度が主要形態として普
及していた12。
ただし、農業経営請負制の下でも、農地、水利施設、大型農具などの生産手段は依然と
して生産隊によって管理し所有していたが、各農家がそれぞれ農業経営の単位となった。
こうして所有と経営の分離制度が生み出された13。ちなみに、請負期間は当初最も短くて
３年間だったが、その後15年間に延長され、さらに1990年代末には30年間、最近には50年
間に度々再延長された。
その後さらに一歩進んで、本来の「包産到戸」制から「包干到戸」制（農家生産責任制）
へ移行した。すなわち、生産隊の代わりに農家が農業税や集団留保などを上納する生産責
任請負制に転換した。1984年末は、全国１億8,000万の農民世帯に生産責任制が実施され、
やがて全国農民世帯数の98%を占めるようになった。
結果として、農業経営請負制または農家生産責任制の導入で、農村の労働力を有効的に
利用し、労働意欲も向上した。農業の労働生産性は、1980年代に入って著しく上昇し、農
業生産のかつてない高成長をもたらした。農民の所得水準も急速に上昇した。ひいては、
中国の「改革・開放」政策下の農村経済の成長と郷鎮企業の発展について
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11 中国共産党中央委員会と国務院は1983年10月に「政社を分開して郷政府を設立することに関する」法
令を制定した。1984年末には全国で「政社分開」が完了し、郷政府の数は７万5,870に達した（チベッ
ト自治区を除く）。『中共研究』［1984］。
12 「包産到戸」の前に「包工到組」が行われた。それは生産隊の統一計算と分配の前提のもとに仕事を
作業組に請け負わせ、生産量に応じて労働報酬を計算するという制度である。
13 実際には、この形態は1960年代はじめの農業が不振であったときに一部の地方で実施された。その後、
文化大革命の修正主義として批判されたものであった。
本来の副業を専業化する農家が各地に現れ、商品経済化のみならず農村経済の多角化する
傾向も見せはじめた。さらに、後述の「郷鎮企業」の生成・発展にも結び付いた14。
・農業改革の成果と限界
1984年には史上最高の食糧生産４億トン余りを達成したが、翌年中国農業は停滞しはじ
め、特に食糧生産の停滞は著しいものであって、それは「農業の徘徊」問題と言われてい
る。
では、なぜ改革以来1984年までの農業は高成長を遂げたのか、また「農業の徘徊」問題
がなぜ引き起こされたのか、について検討しておきたい。
まず、農業が高成長を果たした要因については、前述したように、農家経営請負制が導
入されたことによって、「双包（中国語で）」と呼ばれている「包産到戸」および「包干到
戸」を実施した。言い換えれば、1978年から1984年までの実質農業生産額は約42%成長し
たが、そのうちの約半分が総合生産性（TFP：Total Factor Productivity）の向上によっ
て実現され、その半分が農家経営請負制の導入によるものと説明できる。また、政府の農
産物買付価格の引き上げや農業税の軽減などの政策が行われたため、農民の労働意欲また
は労働生産性が高まるにつれ農業が急速に成長するようになった。1952年から1975年まで
の中国の農業生産を拡大した主な要因は、土地生産性が著しく上昇している一方、労働生
産性の上昇はあまりなかった。1970年代末以降では、労働人口の増加よりも労働生産性の
上昇率が重要である15。
その結果、図表４によると、農民１人当たりの純収入は1980年の191元から1995年の
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191.3 397.6 686.3 1578 2253.4 2366.4 2476
149.6 298.3 510.9 996.5 1125.4 1165.2 1168
78.2 75.0 74.5 63.2 50.0 49.2 47.2
農民総収入（Ａ）
農業生産収入（Ｂ）
（Ａ）／（Ｂ）
年 1980 1985 1990 1995 2000 2001 2002
［図表4］ 農民1人当たりの純収入の推移
（単位：元，％）
資料）『中国統計年鑑　1997年、同2003年』より作成。
14 「包産到戸」制と「包干到戸」制は「双包（中国語で）」とも呼ばれている定額小作制である。その
他に、例えば「聯産到労」（生産量リンク個人請負制）や「聯産到組」（生産量リンク作業組請負制）
や「専業承包」（専業請負による生産量リンク報酬制）などがある。つまり、このような制度は「双
包」と違って、国家と農民が相互にリスクを分担する分益小作制である。前掲書河地等［1987］第３
章、凌［1996］第６章を参照されたい。
15 土地生産性の上昇は品種改良や肥料の増投、発達の潅漑施設などに大きく依存しているである。
1,578元へ、そのなかの農業収入は150元から997元へと、それぞれ増大した。
ところが、農業生産が停滞した要因について様々な議論が起ったが、例えば1986年に非
効率的な家庭経営が、規模の経済を持つような家族経営や地域性合作経営などの形へ転換
すべきだと主張する専門家がいる。しかし、内部組織の経済学の観点から見ると、昔の人
民公社のような形態にせよ、経済連合体のような形態にせよ、差別賃金のシステムが導入
されない限り、企業組織への進化が阻止されると考えられる。以下、いくつかの具体的な
停滞要因を指摘しておきたい。
①国家基本建設投資のなかで農業の占める割合は、第５次５カ年計画期の10.5%から第６
次５カ年計画期の5.1%、さらに1988年の３%まで下がっていた。
②銀行信用の農村投資資金は増えてきたが、それは主として郷鎮企業16に向けてであって、
農村投資資金の比重は低下している。その結果、有機肥料と農薬の投入量の減退のみなら
ず、農業機械の購入や老朽化している水利灌漑施設の更新もできるはずがなかった。
③農産物に対する国家の価格補助が次第に低下してきたのである。つまり、改革以来農産
物の買付価格と小売価格とを比べれば、つねに前者が後者を上回っている。しかし、1985
年以降このような補助金が減りつつあった。
④改革以降、農業部門の過剰労働力が顕在化しているために、農業と工業の賃金格差を生
じかねない。結局、農村の過剰労働力が郷鎮企業や都市部門へ流出してしまう。さらに、
流出した基幹労働力は請負地を手放さずに、しかも耕作もせずにそのまま放置している例
もしばしば見られた。
以上の理由で1985年以降「農業の徘徊」問題を引き起こした。1980年代後半の「農業の
徘徊」問題は、単に農業だけの問題でなく、それよりもむしろ農村内及び地域間格差の拡
大や、都市と農村間所得格差の拡大といった様々な格差問題を生み出していることを重視
すべきだと思われる17。そこで、1991年から始まった８次５カ年計画の重点部門が農業に
変わった。
つまり、中国農業は完全な市場経済へ転換したくとも、できない条件が多数存在してい
るし、かつての政府統制と集団経営の時代に後戻りもできない。確かに、1989年以降の農
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16 この時期の郷鎮企業とは、いわば中国農村の小規模企業のことである。その大半は工業および手工業
であるが、建築業や交通運輸業などを含み、「改革・開放」体制下で発展してきた。それらは従来人
民公社の崩壊の過程で、公社が「郷」、生産大隊が「鎮」という行政単位に戻ってきたから「郷鎮企
業」と呼ばれるようになった。
17 例えば、1978年に農民一人当たり純収入と都市住民一人当たりの可処分所得を比較すると、その格差
は2.6倍であったが、1990年当時の格差は2.5倍であった。このように都市と農村間の所得格差はあま
り縮小していなかった。
業生産がかなり速いペースで回復してきたが、長期的にいかにして、有効な農業再生産な
いし発展のプログラムを打ち出すのかについて考えると、様々な経済的、非経済的制約
（例えば、前述したような政治的、イデオロギー的ターブの残存により「政治的複数主義」
を実行することができない）ないし外的な諸複合要因を併せて考えると決して楽観できな
い18。
しかしながら、以下のように農業問題を解決する楽観的なシナリオがある。
例えば、本来耕地面積の過小評価は1996年に実施された第１回の農業センサスによって
判明した。中国の耕地面積は公式統計より3,500万ヘクタールも多く１億3,000万ヘクター
ルである。また、確かに現在の単位面積当たりの収穫量が耕地面積の増加分だけで下方修
正されているが、長期的に品種改良などの技術的条件の改善や肥料投入量の増加、発達の
潅漑施設の再整備などによって、単位当たり収穫量の増加が期待できよう。
Ⅲ．郷鎮企業の展開と成長
すでに述べてきた農業を含んだ体制改革は、従来の資本蓄積メカニズムを大きく変化さ
せるようになった。より具体的には、前述した農業改革の他に、昔いわゆる農村工業に似
たような郷鎮企業部門と海外部門は一層多様化し始めたのである。
郷鎮企業の総生産額は、農業のそれを追い抜いている。労働面において、従業員総数は
増加しつつある（図表５参照）。資金面から見れば、確かに郷鎮企業の利潤は農業の資本
形成に直接的な貢献を与えているとは言い難いが、農村の過剰労動力の吸収を通じて農民
所得を増大させ、その一部を農業投資に回すことも否定できない。
さらに、工業総生産額に占める国営企業のシェアが1980年代に入ってから着実に減少す
る一方、非全民所有部門のシェアが上昇し、そのなかに郷鎮企業のシェアが最近において
およそ41%を占めている（図表１参照）。また、全社会固定資産投資に占める郷鎮企業の
割合からみても大きかった。中国の経済体制改革の過程で、新しい資本蓄積メカニズムの
中心役割を演じてきたのは、やはり郷鎮企業であることが簡単に理解できる。
・郷鎮企業の生成背景
郷鎮企業の特徴とは何かについて様々な見解があるが、ここで簡単に説明しておきたい。
郷鎮企業は以下に示すいくつの特徴を持つ。①産業属性から見ると、非農業（小型工業な
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18 中兼［1992］第８章参照。
いし企業）であり、また運輸業や建設業などといったサービス産業にも属している。②所
有制の側面からみれば、非国営企業に属し、郷、鎮、村の集団企業を含め、また農民の個
人・私的企業をも含む。③農業、農村、農民と密接な経済関係や血縁関係を要する。
郷鎮企業が急激な発展をもたらした主な要因として、第1は、既述したように1978年か
ら農業経営請負制が推進された経済体制改革と密接な関係があったのである。「改革・開
放」により農民財産権と身分の自由を制限する「政社合一」体制の解体を引き起こした。
そして、その延長線として都市経済体制改革の全国的展開は、指令的計画と物質分配体制
の突破口を開いた。これらがさらに郷鎮企業の発展のための体制的な障害を取除いた。具
体的な例を挙げると、例えば農村余剰労動力にある程度の自由な流動を許したために、労
働力の供給源として郷鎮企業に提供することができた。また、土地要素が一定限度での商
品化になったことによって、郷鎮企業は必要な土地資源を容易に獲得することができた。
第２は、経済体制改革とりわけ農業経営請負制の導入によって、農産物の大幅な増収で
農家の所得水準・実質購買力は著しく向上した（他に、例えば政府による農産物の買上価
格を引上げた政策原因もあった）。結局、農家の消費意欲は高揚し、消費財需要が急増す
る現象を生じた。本来生産性があまり高くない国営企業のかわりに、郷鎮企業の消費財産
業への参入が容易になった。
つまり、仮に経済体制改革の推進がなかったら、郷鎮企業が消費財関連部門へ進出する
ことができなくなり、ひいては経済社会の発展を実現することも不可能となる19。
・郷鎮企業の発展と役割
郷鎮企業の発展と役割については、以下のようにまとめられる。
第１は、農村余剰労動力を移転する役割を果たす。
1978年から1988年に至る10年間中国農業の全体で余剰労働力1.3億余人を転出し、その
うち、都市への移転は約4,400万人の他に、農村現地での非農業への移転は8,850万人であ
る。農業から転出した労動力は、大部分が郷鎮企業に吸収された。また、農業労動力が全
国社会総労働力に占める比率は、1978年の71.4%から1988年には57.9%に低下し、13.5%減
少した20。その後、農村余剰労働力の工業部分の移動は著しく拡大するようになった。一
方、1990年代半ばに入ってから農業部門の労働人口は減りつつある（図表５参照）。
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19 趙「郷鎮企業の発展」前掲関口・朱・植草編［1992］、菊池「経済改革・解放・民主主義―中国」平
田編［1993］等参照。
20 黄「郷鎮企業：国民経済発展への貢献」『農村経済文稿』［1990］参照。
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1978 2826.6 608.4 1734.4 235.6 103.8 144.3
1980 2999.7 456.0 1942.3 334.7 113.6 153.1
1985 6979.0 252.4 4103.7 1047.0 516.5 1059.6
1986 7937.1 240.8 4762.0 1270.4 541.3 1122.8
1988 9545.5 250.0 5703.4 1484.8 684.2 1423.1
1990 9264.8 236.1 5571.7 1346.8 711.2 1398.9
1992 1058.1 254.8 6336.4 1540.7 796.9 1652.3
1994 12018.2 260.8 6961.6 1621.8 725.7 2448.3
1995 12862.1 313.5 7564.7 1932.6 952.0 2099.3
1996 13508.3 336.0 7860.1 1948.8 1062.3 1924.3
1997 13050.4 277.0 7634.9 1700.7 922.7 2515.2
1998 12536.6 273.9 7334.2 1633.8 886.4 2408.3
1999 12704.1 247.4 7395.3 1613.7 885.7 2562.2
2000 12819.6 222.1 7466.7 1581.1 898.5 2651.2
2001 13085.6 200.0 7615.1 1564.4 902.7 2803.3
2002 13287.7 205.4 7667.6 1460.4 861.6 3092.8
年 合　計 農　業 工　業 建築業 運輸業 その他
［図表5］ 全国郷鎮企業の従業員数の推移
（単位：10,000人）
資料）『中国統計年鑑　1997年、同2003年』より作成。
1978 152.4 49.5 79.4 4.7 6.5 12.4
1980 142.5 37.8 75.8 5.1 8.9 14.8
1985 1222.5 22.4 398.6 59.2 274.4 467.9
1986 1515.3 24.0 635.5 89.3 262.0 504.6
1988 1888.2 23.3 773.5 95.6 372.6 623.2
1990 1850.4 22.4 722.0 90.4 381.4 634.2
1992 2079.2 24.7 793.8 98.4 436.2 726.1
1994 2494.5 24.7 698.6 83.0 369.3 1318.9
1995 2202.7 27.8 718.2 106.7 495.2 854.8
1996 2336.3 28.9 756.4 104.6 546.5 899.8
1997 2014.9 21.5 665.6 82.6 417.1 828.2
1998 2004.0 19.0 662.0 82.1 414.8 826.1
1999 2071.0 16.5 673.5 82.6 412.7 885.6
2000 2084.7 15.1 674.0 79.5 412.5 885.6
2001 2116.0 12.8 672.2 76.2 412.9 941.5
2002 2133.0 32.2 627.7 69.7 380.1 1023.0
年 合　計 農　業 工　業 建築業 運輸業 その他
［図表6］ 全国の郷鎮企業数の推移
（単位：10,000社）
資料）『中国統計年鑑　1997年、同2003年』より作成。
このような農村余剰労働力の移転によって、経済全体に効率的資源配分がもたらされた
と同時に、都市への人口移動圧力の緩和効果もあった。
第２は、農村二重経済構造の変革を促進した矛盾を徐々に解決する。
郷鎮企業の発展は、従来農業の単一経済から工業、商業、建設、サービス業などへ転換
させ、1992年に非農業の生産額が初めて農業生産額を上回った。さらに、1996年に郷鎮企
業の工業生産が急速に拡大し、全国工業生産にけるシェアのおよそ36.3%までに上昇した。
しかし、その後個人企業、企業集団、外国企業の工業生産に占める割合は著しくなるため、
郷鎮企業の占める割合が低減しつつある（図表１参照）。しかし、図表６によると改革・
開放以降郷鎮企業数、とりわけ工業部門の増加が目立っている。
第３は、農業近代化の進行過程を加速する。
前述したように、単に資金面からみる限り、確かに、郷鎮企業の利潤は農業の資本形成
に直接的な貢献を与えないかもしれないが、農村所得の増加によって、農村近代化や農村
文化教育事業及び社会保障のための資金供給の問題を緩和することが無視できない役割を
果たした。
第４は、国家財政収入及び輸出総額に占める割合が高い。
1979～89年のあいだに、郷鎮企業の国家への上納税金の累計は、同期間国家財政収入の
増加額に占める割合の50.9%に達した（1996年に郷鎮企業による税金の支払額が政府税収
の２割を越えた）。また、1986年郷鎮企業の輸出総額が全国輸出総額に占める割合は9.2%
であり、1988年には15.2%までに伸びた。さらに、1996年に一段と高まって約5割にとどま
った。その後やや低下したが依然として40%台の高い水準を維持している。ちなみに、
2002年には43%だった。
以上、すでに見てきた郷鎮企業の発展及び果たした大きな役割（いわば「光」の一面）
があった。その一方、以下のような問題点（いわば「影」の一面）も存在している。
・郷鎮企業の現状と問題点
その問題点については以下のようにまとめておきたい。①生産効率と品質の悪さ。②国
際競争力の弱さ。③経営管理ノウハウの立ち遅れ。④法制度の未整備。⑤生産要素市場組
織上の非効率性。⑥郷鎮企業と地方政府との癒着。⑦環境汚染、などがある。
郷鎮企業の健全な発展を導くためには、上述の問題を改善しなければならない。
まず、上記の①～⑤を解決するために、特に国営企業と競合関係がある業種の郷鎮企業
は、もし今後国営企業の体制改革が進み、供給能力が向上したとすれば、郷鎮企業の市場
競争力が一層弱まるはずである。また、合理化を追及し、あるいは資本・技術集約型企業
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へ転換することによって、農業部門の余剰労働力の吸収力を低下させてしまったのである。
結果として、効率性の追求と雇用吸収力はトレードオフの関係を有し、本来郷鎮企業の持
つ農村余剰労動力の雇用吸収効果が失われる恐れがある。
実は、1980年代半ばまで、郷鎮企業は１億人を超える過剰労働力を吸収し、農家所得の
15%を稼ぎ出すまでに成長したと言われているが、その後「雇用の生産弾力性」は傾向的
に低下していた21。
郷鎮企業は確かにある一定期間、ある程度農村の潜在的余剰労働力を吸収し、人口移動
の衝撃を緩和するクッションの役割を果たした。しかし、現在戸籍の移動がかなり自由に
行われるようになっているので、そのような機能はもはや十分に発揮していない。21世紀
の中国が郷鎮企業を基礎として“世界の工場”になることを考えると、もし郷鎮企業の余
剰労働力の吸収措置が有効性を持っているならば、何故「民工潮」のような社会問題が起
こったのか。だから、郷鎮企業と「民工潮」の併存こそ、中国の社会、経済体制の矛盾が
反映されていると言えるかもしれない22。
また、郷鎮企業と地方政府との癒着問題の改善も郷鎮企業近代化を実現することができ
るどうかに関わっている最も重要なポイントとなる。「改革・開放」以降、郷鎮企業は政
府に税金として利潤の一部を上納し、政府が郷鎮企業に財源不足を補う役割を果たしてき
た。郷鎮企業と政府のあいだには一種の相互補完関係があった。1990年代末から地方政府
の行政介入を排除するために、郷鎮企業の所有権改革が急速に進展してきた。しかしなが
ら、農村部における教育、保育園、医療、養老などの社会福祉サービスの地方政府に依存
する現状を見ると、郷鎮企業の所有権改革はどこまで進展できるか疑問を持つ。
政策の観点から見れば、郷鎮企業の近代化を実現するために上記の問題点を解決する他
に、現在多くの郷村集団所有制の郷鎮企業は産業高度化の問題に直面し、資本集約的技術
産業への転換に悩まされている。それらの問題を解決するために、政府は地域や産業分野
別を越えて企業グループ形成を支援しなければならない。
以上、郷村集団所有制を中心に分析した。しかし、1990年に「農民株式協同制企業暫定
法令」を公布・実施したことにより、郷鎮企業の所有制改革をスタートした。その後、
様々な改正法を相次いで公布し、郷鎮企業の所有制度改革は本格化した。こうした状況下
で、集団所有制を主とした「江蘇省」の郷鎮企業の停滞と民間所有制を主とした「浙江省」
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21 加藤「三農問題の解決―農村近代化の可能性」鮫島・日本経済研究センター編［2000］参照。
22 「民工潮」というのは、内陸部から沿海地域へ出稼ぎ膨大な農民群（民工）の盲流現象である。1994
年頃このような民工がなんと１億7,000万人にも達しているではないかと見られている。「民工潮」は
主に四川、湖南、河南、江西、広西（チワン族）などの地域から広州や、上海へ流れていった。中嶋
［1995］第３章参照。
の郷鎮企業の成長とは対照的であった23。
農業ないし郷鎮企業が直面している問題点は決して少なくないが、しかしながら、「改
革・開放」以降中国経済発展の過程において、農村経済（農業、農村、農民）の成長およ
び郷鎮企業の発展は、とりわけ資本蓄積メカニズムに対して極めて大きな貢献を発揮した
ことのみならず、さらに、その後の対外経済開放政策のなかに外資導入（対外借款と直接
投資）を加速化させ、一種の波及（関連）効果に結び付いたことも言わなければならない。
以上のように、農村及び郷鎮企業が直面している様々な問題を全面的に解決するのは、
郷鎮企業自身の持つ能力を越えている。むしろ政府の役割を問うべきではなかろうか。ま
た、これから中国の一層の経済発展を実現するために、最も重要な要件である郷鎮企業の
所有制度改革と近代的企業制度の導入を見極めたいところである。それらについての研究
は他の機会に譲りたい。
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